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第 1章　はじめに

　裁判員裁判における量刑判断モデルは、「①犯罪行為を確定することによっ

て法定刑という第一次的な刑の枠組みを導き、②次に、当該行為が行為として

どのような社会的類型に属するかを明らかにすることによって、法定刑の幅の

中で例えば上限に近いところに分布する事案なのか、あるいは下限に近いとこ

ろに分布する事案なのか、その位置付けを定めて一定の幅に絞り込み、③最後

に、行為の社会的類型に比べれば周辺的・付随的な諸事情を考慮することに

よって、一定の幅の中から宣告刑を決定する」というものである（₁）。このモデ

ルはこれまでの量刑実務に沿って構築されたものであり（₂）、実務でもほぼ定着

している（大阪高判平成₂₅年 ₂ 月₂₆日判タ₁₃₉₀号₃₇₅頁（₃）、東京高判平成₂₈年

₆ 年₃₀日判時₂₃₄₅号₁₁₃頁、判タ₁₄₃₈号₁₂₄頁、高刑集（平₂₈）号₁₀₆頁（₄））（₅）。

この点について、学説ではまだ十分な議論がなされていないが、有力な学説は、

これとほぼ同様のモデルに立っている（₆）。

　この量刑判断モデルを単純な数学モデルに置き換えると、以下のようにな

る。仮に量刑をFとした場合、これは、犯情による数量（得点）Faと、一般情

状による数量（得点）Fbの和によって構成されるので、

　F＝Fa＋Fb……（₁）

となる。

　犯情による数量（得点）Faは、その因子xと、各因子の重みwの総和である

から、

 Fa＝x₁w₁＋x₂w₂＋x₃w₃……x（n－₁）w（n－₁）＋xnwn=∑n
i=₁xiwi……（₂－₁）

となり、一般情状による数量（得点）Fbも同様に、その因子yと、各因子の重

みwの総和であるから、



26

 Fb=y₁w₁＋y₂w₂＋y₃w₃……y（n－₁）w（n－₁）＋ynwn=∑n
i=₁yiwi……（₂－₂）

となる。

　よって、量刑Fは、

　F＝∑n
i=₁xiwi＋∑n

i=₁yiwi……（₃）

となる（₇）。

　ところで、この量刑判断モデルは、対象となる事件が属する社会的類型（刑

事学的類型）を、過去の宣告刑の分布をもとにした量刑傾向の大枠内において、

「軽微」、「中程度」、「重大」などに分類することになるので、枠が狭まり、量

刑傾向の大枠から軽い方向で踏み出す場合には、そのしきい値（θ）が厳格に

反応し、結局のところ、一般情状（Fb）に関する量刑因子があまり影響しな

いのではないかという疑念が生ずる（₈）。裁判所は度数分布表で見ているようで

あるが、統計学的に言えば、箱ひげ図で見るほうが適切である。箱ひげ図は、

最小値、最大値、中央値及び平均値、下位データの中央値である第一・四分位

数（Q ₁ ）、上位データの中央値である第三・四分位数（Q ₃ ）によって示さ

れるものである。図 1は、X軸に事件の軽重、Y軸に刑期の長短（刑の軽重）

をとって、事案の軽重別の箱ひげ図を仮説的に描いたものである。しきい値

（θ）を最小値もしくは下位データの中央値である第一・四分位数（Q ₁ ）に

も設定した場合、一般情状の数量（得点）Fb（ ₂－ ₂式）は、しきい値（θ）

を超えないものに制限され、その考慮は微調整に過ぎなくなるのである（₉）。一

般情状を適切な形で評価するためにも、単に宣告刑の分布から量刑傾向の大枠

を決めるのではなく、宣告刑から計算した量刑因子及びそのカテゴリーの重み

（w）のレンジを分析して、それをもとに各量刑因子のしきい値（θ）も設定

しておく必要があると思われる（₁₀）。
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図 1　量刑傾向の箱ひげ図［仮説］

 出典　拙稿「判批」判例時報₂₃₇₁号（判例評論₇₁₄号）（₂₀₁₈年）₁₇₅頁（₂₉頁）。

　量刑因子及びそのカテゴリーの重み（w）は、限定的なサンプルから算出さ

れた固定的な係数ではなく、学習データ（裁判例）の蓄積から統計的機械学習

のアルゴリズムによって日々最適化されていくものである。よって、これから

は、多少変動するなかでのレンジを設定していくことが大切となってくる。

　そこで、本稿では、量刑因子及びそのカテゴリーの重み（w）のレンジを分

析・検討する際に必要となってくる「基点」について、これまでの裁判員裁判

例から統計手法を用いて分析してみたいと思う。本分析の素材とするのは、殺

人罪である。殺人罪は、量刑の実証研究の対象として一般的である上、また、

図 2に示したように、量刑上の選択肢が多く、（併合罪などの場合）処断刑・

宣告刑の刑期の幅も広くなる。ここでは、特に、宣告刑の刑期判断に的を絞っ

て、分析を試みる。
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図 2　殺人罪の量刑上の選択肢

第 2章　分析の手続

　第 1節　対象の選定

　本分析の対象としたのは、株式会社TKCのローライブラリーで提供されて

いるLEX/DBインターネットに₂₀₁₆年 ₉ 月₁₁日の時点で収録されていた殺人被

告事件で、第一審において有罪となり、有期懲役刑（実刑）に処された事案

₃₀₀件である。これは、以下の条件で選定した。

　① LEX/DBインターネットの判例総合検索のフリーキーワード蘭に「『殺

人』and『裁判員裁判』」と入力してヒットした₈₈₈件を抽出した。

　② ₈₈₈件のなかから、「『殺人被告事件』and『第一審』and『有罪』」に該当

する事案を抽出した（なお、殺人から認定替えされた事案は除外した）。

　③ 上記②で選定した事案のなかから、『有期懲役刑（実刑）』が選択された事

案を抽出した。

　対象とした事案₃₀₀件について、被告人ごとにデータをまとめた（共同被告
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事件は、₃₀₀件中₁₀件であった）。この結果、データは₃₁₂例となった。この₃₁₂

例を本分析の対象とした。

　第 2節　量刑因子及びカテゴリーの設定

　量刑因子及びそのカテゴリーは、株式会社TKCのローライブラリーで提供

されている刑事事件量刑データベースにおいて設定されているものを参考にし

て、以下のとおり設定した（括弧［　］内がカテゴリーである）。設定した量

刑因子の数は₄₁で、それらのカテゴリーを合計すると₁₃₃となる。分析上、以

下の（ ₁）から（₁₄）までを「殺人既遂に関する犯情」に、（₁₅）から（₂₁）

までを「犯行後の行為」に、（₂₂）から（₄₁）までを「一般情状」に分類した。

【殺人既遂に関する犯情】

　（ ₁）被 害者との関係［〈親〉、〈子〉、〈配偶者（内縁を含む）〉、〈その他の親族〉、

〈交際相手〉、〈元配偶者・元交際相手〉、〈友人・知人〉、〈勤務先関

係〉、〈関係なし〉、〈その他・不明〉］

　（ ₂）死亡者数［〈死亡（ ₁名）〉、〈死亡（ ₂名）〉、〈死亡（ ₃名以上）〉］

　（ ₃）共 犯関係［〈単独犯〉、〈共犯：主導的立場〉、〈共犯：従属的立場〉、〈共

犯：幇助犯〉］

　（ ₄）動 機［〈怨恨〉、〈嬰児殺〉、〈介護疲れ〉、〈無理心中〉、〈家族関係（その

他）〉、〈けんか〉、〈金銭トラブル〉、〈男女関係〉、〈保険金〉、〈憤怒〉、

〈自己保身・発覚のおそれ〉、〈無差別殺人〉、〈わいせつ目的〉、〈背

景なし・不明〉、〈その他〉］

　（ ₅）凶器 等［〈自動車〉、〈薬物・毒物〉、〈刃物類〉、〈ひも・ロープ類〉、〈棒

状の凶器〉、〈銃〉、〈凶器なし〉、〈その他〉］

　（ ₆）犯 行場所［〈被告人住居内〉、〈被害者住居内〉、〈その他屋内〉、〈乗り物
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内〉、〈路上・駐車場〉、〈その他屋外〉］

　（ ₇）精神 症状［〈うつ病〉、〈パーソナリティ障害〉、〈統合失調症〉、〈発達障

害〉、〈その他の精神症状〉、〈なし〉］

　（ ₈）心神耗弱［〈あり〉、〈なし〉］

　（ ₉）過剰防衛［〈あり〉、〈なし〉］

　（₁₀）被害者の落ち度［〈あり〉、〈なし〉］

　（₁₁）飲酒［〈あり〉、〈なし〉］

　（₁₂）薬物［〈あり〉、〈なし〉］

　（₁₃）計画性［〈あり〉、〈なし〉］

　（₁₄）組織性［〈あり〉、〈なし〉］

【犯行後の行為】

　（₁₅）罪証隠滅行為［〈あり〉、〈なし〉］

　（₁₆）死体損壊［〈あり〉、〈なし〉］

　（₁₇）死体遺棄［〈あり〉、〈なし〉］

　（₁₈）放火［〈あり〉、〈なし〉］

　（₁₉）窃盗・詐欺（未遂も含む）［〈あり〉、〈なし〉］

　（₂₀）逃亡［〈あり〉、〈なし〉］

　（₂₁）その他犯行後の行為［〈あり〉、〈なし〉］

【一般情状】

　（₂₂）前科 ・前歴［〈あり（同種事案含まず）〉、〈あり（同種事案含む）〉、〈な

し〉、〈言及なし〉］

　（₂₃）累犯前科［〈あり〉、〈なし〉、〈言及なし〉］

　（₂₄）服役歴［〈あり〉、〈なし〉、〈言及なし〉］

　（₂₅）反省［〈あり〉、〈なし〉、〈言及なし〉］

　（₂₆）謝罪［〈あり〉、〈なし〉、〈言及なし〉］
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　（₂₇）示談［〈成立〉、〈未成立〉、〈言及なし〉］

　（₂₈）損害賠償［〈意思あり〉、〈一部済み〉、〈全部済み〉、〈なし〉、〈言及なし〉］

　（₂₉）被害者感情［〈宥恕〉、〈一部宥恕〉、〈処罰〉、〈言及なし〉］

　（₃₀）自首［〈あり〉、〈言及なし〉］

　（₃₁）通報［〈あり〉、〈言及なし〉］

　（₃₂）再犯可能性［〈高い〉、〈低い〉、〈言及なし〉］

　（₃₃）更生可能性［〈あり〉、〈言及なし〉］

　（₃₄）社会的影響［〈あり〉、〈言及なし〉］

　（₃₅）高齢［〈あり〉、〈言及なし〉］

　（₃₆）若年［〈あり〉、〈言及なし〉］

　（₃₇）真相解明の協力［〈あり〉、〈言及なし〉］

　（₃₈）同情の余地［〈あり〉、〈言及なし〉］

　（₃₉）不遇［〈あり〉、〈言及なし〉］

　（₄₀）身元引受け・更生支援体制［〈あり〉、〈言及なし〉］

　（₄₁）その他の一般情状［〈あり〉、〈言及なし〉］

　量刑因子及びそのカテゴリーの設定と選択基準に関して、ここでは特に説明

を要すると思われるものをピックアップして、補足的に説明しておきたいと思

う。

　【殺人既遂に関する犯情】に関して、被害者との関係（ ₁）は、 ₂人以上殺

害している場合には、犯情の最も重い事案を主たる被害者として選択すること

にした（重さを判断し得ない場合には、犯行の状況から主たる被害者を選択す

ることにした）。死亡者数（ ₂）は、殺人によって死亡した人数をカウントす

ることにした。動機（ ₄）は、犯行の状況から主たる動機を ₁つだけ選択する

ことにした。凶器等（ ₅）は、凶器を複数使用している場合には、犯行の状況
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から、死因につながった凶器を ₁つだけ選択することにした。犯行場所（ ₆）

は、被告人と被害者の同一住居であった場合には、すべて〈被告人住居内〉と

して選択することにした。精神症状（ ₇）は、複数の精神症状に該当する場合

には、判決書の文脈のなかで犯行の背景にあると判断されるものを ₁つだけ選

択することにした。

　【犯行後の行為】に関して、刑事事件量刑データベースでは自由記述の形が

採られているが、本分析では、対象とした全₃₁₂例の自由記述の結果から、罪

証隠滅行為（₁₅）、死体損壊（₁₆）、死体遺棄（₁₇）、放火（₁₈）、窃盗・詐欺（未

遂も含む）（₁₉）、逃亡（₂₀）、その他犯行後の行為（₂₁）という ₇つの量刑因

子に整理した。一般的には、（₁₆）、（₁₇）、（₁₈）、（₁₉）は犯情に、（₁₅）、（₂₀）

は一般情状に分類される。ただ、統計解析上は分類する必要が乏しいことから、

ここでは、犯情を殺人既遂に関するものに限定して「殺人既遂に関する犯情」

とし、「一般情状」とも区別した「犯行後の行為」として分類した次第である。

　【一般情状】に関して、量刑上、なされていないことにも意味を持つ前科・

前歴（₂₂）、累犯前科（₂₃）、服役歴（₂₄）、反省（₂₅）、謝罪（₂₆）、損害賠償（₂₈）

には、〈言及なし〉とは区別した、〈なし〉というカテゴリーを設定した。また、

一般的に被告人に有利な事情として判決書で挙げられることの多い、自首

（₃₀）、通報（₃₁）、更生可能性（₃₃）、高齢（₃₅）、　若年（₃₆）、真相解明の協

力（₃₇）、同情の余地（₃₈）、不遇（₃₉）、身元引受け・更生支援体制（₄₀）は、

判決書のなかで言及があった場合に〈あり〉を選択することにした。

　第 3節　データの収集及び分析の方法

　データの収集は、判決書全文を ₁つずつ読んで、それに記述されている内容

をもとに、 ₁例ずつ、宣告刑の刑期を入力して、すべての量刑因子のカテゴ

リーを選択するという方法で行った。これについては、 ₂段階の方式を採って
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いる。第 ₁段階として、筆者が作成したExcelデータベースのフェイスシート

に、判決書全文から抜き取って箇条書きで入力していく作業を行った。この作

業は、筆者と ₂名の研究アシスタントで行った。入力上の誤りや入力者の主観

などが加わらないようにするため、 ₁度目に入力した者とは別の者が、再度、

判決書全文を読み、入力内容に誤りがないかをチェックするという体制を採っ

た。その上で、第 ₂段階として、筆者が再度、判決書全文を ₁つずつ読んで、

第一段階で入力した内容も手がかりにして、宣告刑の刑期を入力して、各量刑

因子のカテゴリーを選択するという作業を行った。

　分析は、まず、宣告刑の刑期及び各量刑因子のカテゴリーについて単純集計

を行った（この集計においては、IBM社のSPSS Statistics ₂₄を使用した）。そ

れを踏まえて、次に、数量化理論第Ⅰ類による分析を行った（分析には、エス

ミ社の数量化理論Ver.₄.₀を用いた）。従属変数は宣告刑の刑期（月に換算）で、

説明変数は上記の第 ₂節で挙げた₄₁アイテム（量刑因子）・₁₃₃カテゴリーであ

る。

　なお、数量化理論第Ⅰ類による分析においては、該当数が ₅例以下のカテゴ

リーを他のカテゴリーに統合するなどの方法により₃₀通りぐらいのパターンを

試した。該当数の少なさが結果にどのような影響を与えているかを検証するた

めである。ただ結果的に、第 ₂節で挙げた₄₁アイテム（量刑因子）・₁₃₃カテゴ

リーをすべて説明変数として採り入れたパターンが、現状では最も説得的なモ

デルとなった。そこで、本分析ではこのパターンを採用した次第である。

第 3章　分析の結果と考察

　第 1節　単純集計による分析の結果

　まずは、本分析の対象に関する単純集計の結果を、宣告刑の刑期、殺人既遂
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に関する犯情、犯行後の行為、一般情状に分けて見ていきたいと思う。

　　第 1項　宣告刑の刑期

　表 3は、対象とした₃₁₂例の宣告刑を刑期別にカウントしたものである

［SA］。最小値は〈懲役 ₂年〉であり、最大値は〈懲役₃₀年〉である。殺人罪

の法定刑の下限である懲役 ₅年を下回る事例は₂₄例（₇.₇％）であった。他方

で、懲役₂₀年超は₄₃例（₁₃.₈％）であった。

　平均値は月に換算すると₁₇₀.₂₃月であり、だいたい懲役₁₄年弱ということに

なる。中央値は月換算で₁₆₈.₀₀月であり、これもちょうど懲役₁₄年であった。

最頻値は〈懲役₁₇年〉である。

表 3　宣告刑の刑期

　　第 2項　殺人既遂に関する犯情

　表 4は、【殺人既遂に関する犯情】に関する量刑因子のカテゴリー該当数を

カウントしたものである［SA］。

SA

宣告刑の刑期 ① Ｎ ％月換算
懲役 ₂年 （₂₄月） ₁ ₀.₃ 
懲役 ₂年 ₆月 （₃₀月） ₆ ₁.₉ 
懲役 ₃年 （₃₆月） ₆ ₁.₉ 
懲役 ₃年 ₆月 （₄₂月） ₂ ₀.₆ 
懲役 ₄年 （₄₈月） ₇ ₂.₂ 
懲役 ₄年 ₆月 （₅₄月） ₂ ₀.₆ 
懲役 ₅年 （₆₀月） ₈ ₂.₆ 
懲役 ₅年 ₆月 （₆₆月） ₂ ₀.₆ 
懲役 ₆年 （₇₂月） ₁₃ ₄.₂ 
懲役 ₆年 ₆月 （₇₈月） ₁ ₀.₃ 
懲役 ₇年 （₈₄月） ₉ ₂.₉ 
懲役 ₇年 ₆月 （₉₀月） ₂ ₀.₆ 
懲役 ₈年 （₉₆月） ₁₂ ₃.₈ 
懲役 ₉年 （₁₀₈月） ₁₆ ₅.₁ 
懲役₁₀年 （₁₂₀月） ₁₂ ₃.₈ 
懲役₁₀年 ₆ 月 （₁₂₆月） ₁ ₀.₃ 
懲役₁₁年 （₁₃₂月） ₆ ₁.₉ 
懲役₁₂年 （₁₄₄月） ₁₈ ₅.₈ 
懲役₁₃年 （₁₅₆月） ₁₉ ₆.₁ 
懲役₁₄年 （₁₆₈月） ₁₉ ₆.₁ 
懲役₁₅年 （₁₈₀月） ₁₉ ₆.₁ 

SA

宣告刑の刑期 ② Ｎ ％月換算
懲役₁₆年 （₁₉₂月） ₁₇ ₅.₄ 
懲役₁₇年 （₂₀₄月） ₂₇ ₈.₇ 
懲役₁₈年 （₂₁₆月） ₂₁ ₆.₇ 
懲役₁₉年 （₂₂₈月） ₁₂ ₃.₈ 
懲役₂₀年 （₂₄₀月） ₁₁ ₃.₅ 
懲役₂₁年 （₂₅₂月） ₃ ₁.₀ 
懲役₂₂年 （₂₆₄月） ₄ ₁.₃ 
懲役₂₃年 （₂₇₆月） ₅ ₁.₆ 
懲役₂₄年 （₂₈₈月） ₃ ₁.₀ 
懲役₂₅年 （₃₀₀月） ₃ ₁.₀ 
懲役₂₆年 （₃₁₂月） ₄ ₁.₃ 
懲役₂₇年 （₃₂₄月） ₃ ₁.₀ 
懲役₂₈年 （₃₃₆月） ₆ ₁.₉ 
懲役₃₀年 （₃₆₀月） ₁₂ ₃.₈ 

宣告刑の刑期
（月換算）

平均値 ₁₇₀.₂₃ 
中央値 ₁₆₈.₀₀ 
最頻値 ₂₀₄ 
最小値 ₂₄ 
最大値 ₃₆₀ 
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　被害者との関係（ ₁）については、〈友人・知人〉が最も多く₁₆.₀％、次いで、

〈その他・不明〉が₁₅.₄％であった。家族関係は₄₈.₄％（₁₅₁例）で、全体の

ほぼ半数を占める。最も多いのが〈配偶者（内縁を含む）〉で₁₄.₁％、次いで、

〈子〉（₁₃.₈％）、〈親〉（₁₁.₂％）という順であった。

　死亡者数（ ₂）は、〈死亡（ ₁名）〉が全体の ₉割超を占め、〈死亡（ ₂名）〉

が₁₉例（₆.₁％）、〈死亡（ ₃名以上）〉が ₂例（₀.₆％）であった。死亡者数が

複数名である場合には無期懲役や死刑が選択される可能性が高くなること

から（₁₁）、有期懲役に占める割合が高くならなかったものと推察される。

　共犯関係（ ₃）は、〈単独犯〉が₈₆.₂％で、〈共犯〉は₁₃.₈％（₄₃例）であった。

その内訳は、〈主導的立場〉が₇.₁％、〈従属的立場〉が₆.₄％、幇助犯が₀.₃％で

あった。

　動機（ ₄）は、上位 ₅位までを列挙すると、〈憤怒〉（₁₅.₇％）、〈家族関係（そ

の他）〉（₁₅.₄％）、〈怨恨〉（₁₃.₅％）、〈男女関係〉（₁₁.₉％）、〈その他〉（₁₁.₅％）

の順であった。〈無理心中〉（₃₃例・₁₀.₆％）を含めると、これらで約 ₄分の ₃

（₂₄₅例・₇₈.₅％）を占める。

　凶器等（ ₅）は、〈刃物類〉が最も多く₃₇.₅％、次いで〈ひも・ロープ類〉

（₁₈.₉％）であった。〈銃〉は ₉例（₂.₉％）である。〈凶器なし〉の事例は₄₈

例（₁₅.₄％）であった。

　犯行場所（ ₆）は、〈被告人住居内〉が最も高く₄₅.₂％、次いで、〈その他屋

内〉（₁₇.₀％）、〈被害者住居内〉（₁₆.₃％）であった。前述したように、被告人

と被害者が同一住居である場合には、〈被告人住居内〉を選択することにした

ため、〈被告人住居内〉の比率が最も高くなっている。〈乗り物内〉は₄.₅％で、

〈路上・駐車場）を含めた屋外での犯行は、₁₇.₀％（₅₃例）であった。

　精神症状（ ₇）は、犯行時に何らかの精神症状があった事例を精神症状別に

カウントしたものである。犯行時に何らかの精神症状があった事例は、全体の
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約 ₄分の ₁であった（₇₄例・₂₃.₇％）。〈パーソナリティ障害〉が₁₅例（₄.₈％）、

〈うつ病〉が₁₄例（₄.₅％）、〈統合失調症〉が₁₂例（₃.₈％）、〈発達障害〉が ₄

例（₁.₃％）であった。

　心神耗弱（ ₈）であると認定された事例は、 ₉例（₂.₉％）であった。この

₉例について、精神症状（ ₇）との関係をカウントしたところ、〈統合失調症〉

が ₆例、〈うつ病〉が ₂例、〈パーソナリティ障害〉が ₁例であった。

　過剰防衛（ ₉）であったと認定された事例は、 ₂例（₀.₆％）であった。

　被害者の落ち度（₁₀）があったと認定された事例は、₂例（₀.₆％）であった。

　飲酒（₁₁）した状況下であった事例は、₁₅例（₄.₈％）であった。

　薬物（₁₂）を使用した状況下であった事例は、 ₇例（₂.₂％）であった。

　計画性（₁₃）があったと認定された事例は、₉₃例で全体の約 ₃割であった。

　組織性（₁₄）のある犯行（たとえば、暴力団特有の論理であるといった犯行）

であったと認定された事例は、 ₇例（₂.₂％）であった。
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表 4　殺人既遂に関する犯情

　　第 3項　犯行後の行為

　表 5は、【犯行後の行為】に関する量刑因子のカテゴリー該当数をカウント

したものである［SA］。

　罪証隠滅行為（₁₅）があったと認定された事例は、₃₆例（₁₁.₅％）であった。

　死体損壊（₁₆）が行われた事例は、₁₁例（₃.₅％）であった。

　死体遺棄（₁₇）が行われた事例は、₃₆例（₁₁.₅％）であった。

　放火（₁₈）が犯行後に行われた事例は、 ₅例（₁.₆％）であった。

SA
殺人既遂に関する犯情 ① Ｎ ％カテゴリー
（ ₁）被害者との関係 親 ₃₅ ₁₁.₂ 

子 ₄₃ ₁₃.₈ 
配偶者（内縁を含む） ₄₄ ₁₄.₁ 
その他の親族 ₂₉ ₉.₃ 
交際相手 ₂₅ ₈.₀ 
元配偶者・元交際相手 ₇ ₂.₂ 
友人・知人 ₅₀ ₁₆.₀ 
勤務先関係 ₁₄ ₄.₅ 
関係なし ₁₇ ₅.₄ 
その他・不明 ₄₈ ₁₅.₄ 

（ ₂）死亡者数 死亡（ ₁名） ₂₉₁ ₉₃.₃ 
死亡（ ₂名） ₁₉ ₆.₁ 
死亡（ ₃名以上） ₂ ₀.₆ 

（ ₃）共犯関係 単独犯 ₂₆₉ ₈₆.₂ 
共犯：主導的立場 ₂₂ ₇.₁ 
共犯：従属的立場 ₂₀ ₆.₄ 
共犯：幇助犯 ₁ ₀.₃ 

（ ₄）動機 怨恨 ₄₂ ₁₃.₅ 
嬰児殺 ₉ ₂.₉ 
介護疲れ ₁₀ ₃.₂ 
無理心中 ₃₃ ₁₀.₆ 
家族関係（その他） ₄₈ ₁₅.₄ 
けんか ₁₁ ₃.₅ 
金銭トラブル ₆ ₁.₉ 
男女関係 ₃₇ ₁₁.₉ 
保険金 ₈ ₂.₆ 
憤怒 ₄₉ ₁₅.₇ 
自己保身・発覚のおそれ ₉ ₂.₉ 
無差別殺人 ₂ ₀.₆ 
わいせつ目的 ₂ ₀.₆ 
背景なし・不明 ₁₀ ₃.₂ 
その他 ₃₆ ₁₁.₅ 

SA
殺人既遂に関する犯情 ② Ｎ ％カテゴリー
（ ₅）凶器等 自動車 ₅ ₁.₆ 

薬物・毒物 ₂ ₀.₆ 
刃物類 ₁₁₇ ₃₇.₅ 
ひも・ロープ類 ₅₉ ₁₈.₉ 
棒状の凶器 ₂₀ ₆.₄ 
銃 ₉ ₂.₉ 
凶器なし ₄₈ ₁₅.₄ 
その他 ₅₂ ₁₆.₇ 

（ ₆）犯行場所 被告人住居内 ₁₄₁ ₄₅.₂ 
被害者住居内 ₅₁ ₁₆.₃ 
その他屋内 ₅₃ ₁₇.₀ 
乗り物内 ₁₄ ₄.₅ 
路上・駐車場 ₃₀ ₉.₆ 
その他屋外 ₂₃ ₇.₄ 

（ ₇）精神症状 うつ病 ₁₄ ₄.₅ 
パーソナリティ障害 ₁₅ ₄.₈ 
統合失調症 ₁₂ ₃.₈ 
発達障害 ₄ ₁.₃ 
その他の精神症状 ₂₉ ₉.₃ 
なし ₂₃₈ ₇₆.₃ 

SA
殺人既遂に関する犯情 ③ Ｎ ％カテゴリー
（ ₈）心神耗弱 あり ₉ ₂.₉ 

なし ₃₀₃ ₉₇.₁ 
（ ₉）過剰防衛 あり ₂ ₀.₆ 

なし ₃₁₀ ₉₉.₄ 
（₁₀）被害者の落ち度 あり ₆₉ ₂₂.₁ 

なし ₂₄₃ ₇₇.₉ 
（₁₁）飲酒 あり ₁₅ ₄.₈ 

なし ₂₉₇ ₉₅.₂ 
（₁₂）薬物 あり ₇ ₂.₂ 

なし ₃₀₅ ₉₇.₈ 
（₁₃）計画性 あり ₉₃ ₂₉.₈ 

なし ₂₁₉ ₇₀.₂ 
（₁₄）組織性 あり ₇ ₂.₂ 

なし ₃₀₅ ₉₇.₈ 
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　窃盗・詐欺（未遂を含む）（₁₉）が行われた事例は、₁₅例（₄.₈％）であった。

　逃亡（₂₀）があったと認定された事例は、 ₇例（₂.₂％）であった。

　その他（₂₁）の犯行後の行為があったと認定された事例は、₁₄例（₄.₅％）

であった。

表 5　犯行後の行為

　　第 4項　一般情状

　表 6は、【一般情状】に関する量刑因子のカテゴリー該当数をカウントした

ものである［SA］。

　前科・前歴（₂₂）がないと言及されていた事例は、₁₂₂例（₃₉.₁％）であった。

他方で、あると言及されていた事例は、合計すると₅₈例（₁₈.₆％）であった。

　前科・前歴がある者のうち、累犯前科（₂₃）があると言及されていた事例は、

₃₂例（₁₀.₃％）であった。また、服役歴（₂₄）があると言及されていた事例は、

₂₅例（₈.₀％）であった。

　反省（₂₅）が被告人に有利な形で認定された事例は₁₃₄例（₄₂.₉％）であった。

他方で、反省していないと指摘されていた事例は、₈₅例（₂₇.₂％）であった。

　謝罪（₂₆）が被告人に有利な形で認定された事例は、₄₀例（₁₂.₈％）であっ

SA
犯行後の行為 Ｎ ％カテゴリー

（₁₅）罪証隠滅行為 あり ₃₆ ₁₁.₅ 
なし ₂₇₆ ₈₈.₅ 

（₁₆）死体損壊 あり ₁₁ ₃.₅ 
なし ₃₀₁ ₉₆.₅ 

（₁₇）死体遺棄 あり ₃₆ ₁₁.₅ 
なし ₂₇₆ ₈₈.₅ 

（₁₈）放火 あり ₅ ₁.₆ 
なし ₃₀₇ ₉₈.₄ 

（₁₉）窃盗・詐欺
　　   （未遂も含む）

あり ₁₅ ₄.₈ 
なし ₂₉₇ ₉₅.₂ 

（₂₀）逃亡 あり ₇ ₂.₂ 
なし ₃₀₅ ₉₇.₈ 

（₂₁）その他
　　　犯行後の行為

あり ₁₄ ₄.₅ 
なし ₂₉₈ ₉₅.₅ 
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た。他方で、謝罪していないと指摘されていた事例は、₄₀例（₁₂.₈％）であった。

　示談（₂₇）が成立していると言及されていた事例は、₃例（₁.₀％）であった。

他方で、未成立であることが指摘されていた事例は、₂₆例（₈.₃％）であった。

　損害賠償（₂₈）について、〈意思あり〉、〈一部済み〉、〈全部済み〉というこ

とで、被告人に有利な形で認定された事例は、合計すると₂₃例（₇.₄％）であっ

た。他方で、未だ行われていないと指摘されていた事例は、₁₂例（₃.₈％）で

あった。

　被害者感情（₂₉）については、被害者等が厳しい処罰感情を有していると認

定された事例は、₁₀₉例（₃₄.₉％）であった。他方で、被害者等が〈宥恕〉も

しくは〈一部宥恕〉していると言及されていた事例は、合計すると₃₇例（₁₁.₉％）

であった。

　自首（₃₀）にあたると言及されていた事例は、₆₂例（₁₉.₉％）であった。

　通報（₃₁）（₁₁₉番等も含む）が被告人に有利な形で認定された事例は、₁₀例

（₃.₂％）であった。

　再犯可能性（₃₂）に関し、〈高い〉と認定された事例は₂₂例（₇.₁％）であっ

た。他方で、〈低い〉と認定された事例は、₅₂例（₁₆.₇％）であった。

　更生可能性（₃₃）があると認定された事例は、₁₁例（₃.₅％）であった。

　社会的影響（₃₄）があったと認定された事例は、₁₁例（₃.₅％）であった。

　高齢（₃₅）であることが被告人に有利な形で言及されていた事例は、₁₅例

（₄.₈％）であった。

　若年（₃₆）であることが被告人に有利な形で言及されていた事例は、₁₄例

（₄.₅％）であった。

　真相解明（₃₇）に協力的であったこと（たとえば、捜査過程から一貫して自

白するなど）が被告人に有利な形で言及されていた事例は、₁₁例（₃.₅％）で

あった。
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　同情の余地（₃₈）があると言及されていた事例は、₂₈例（₉.₀％）であった。

　不遇（₃₉）（たとえば、被告人の成育過程における両親の不和や不適切な成

育など）であったことが被告人に有利な形で言及されていた事例は、 ₉例

（₂.₉％）であった。

　身元引受け・更生支援体制（₄₀）に関し、親族や雇用主などによる身元引受

けや、出所後の入院機関の手配などが期待できることが被告人に有利な形で言

及されていた事例は、₅₅例（₁₇.₆％）であった。

　その他（₄₁）の一般情状について、被告人に有利な形で言及されていた事例

は、₂₀例（₆.₄％）であった。

表 6　一般情状

SA
一般情状 ① Ｎ ％カテゴリー

（₂₂）前科・前歴 あり（同種事案含まず） ₃₅ ₁₁.₂ 
あり（同種事案含む） ₂₃ ₇.₄ 
なし ₁₂₂ ₃₉.₁ 
言及なし ₁₃₂ ₄₂.₃ 

（₂₃）累犯前科 あり ₃₂ ₁₀.₃ 
なし ₁₄₄ ₄₆.₂ 
言及なし ₁₃₆ ₄₃.₆ 

（₂₄）服役歴 あり ₂₅ ₈.₀ 
なし ₁₄₅ ₄₆.₅ 
言及なし ₁₄₂ ₄₅.₅ 

（₂₅）反省 あり ₁₃₄ ₄₂.₉ 
なし ₈₅ ₂₇.₂ 
言及なし ₉₃ ₂₉.₈ 

（₂₆）謝罪 あり ₄₀ ₁₂.₈ 
なし ₄₀ ₁₂.₈ 
言及なし ₂₃₂ ₇₄.₄ 

（₂₇）示談 成立 ₃ ₁.₀ 
未成立 ₂₆ ₈.₃ 
言及なし ₂₈₃ ₉₀.₇ 

（₂₈）損害賠償 意思あり ₈ ₂.₆ 
一部済み ₁₃ ₄.₂ 
全部済み ₂ ₀.₆ 
なし ₁₂ ₃.₈ 
言及なし ₂₇₇ ₈₈.₈ 

（₂₉）被害者感情 宥恕 ₂₆ ₈.₃ 
一部宥恕 ₁₁ ₃.₅ 
処罰 ₁₀₉ ₃₄.₉ 
言及なし ₁₆₆ ₅₃.₂ 

SA
一般情状 ② Ｎ ％カテゴリー

（₃₀）自首 あり ₆₂ ₁₉.₉ 
言及なし ₂₅₀ ₈₀.₁ 

（₃₁）通報 あり ₁₀ ₃.₂ 
言及なし ₃₀₂ ₉₆.₈ 

（₃₂）再犯可能性 高い ₂₂ ₇.₁ 
低い ₅₂ ₁₆.₇ 
言及なし ₂₃₈ ₇₆.₃ 

（₃₃）更生可能性 あり ₁₁ ₃.₅ 
言及なし ₃₀₁ ₉₆.₅ 

（₃₄）社会的影響 あり ₁₁ ₃.₅ 
言及なし ₃₀₁ ₉₆.₅ 

（₃₅）高齢 あり ₁₅ ₄.₈ 
言及なし ₂₉₇ ₉₅.₂ 

（₃₆）若年 あり ₁₄ ₄.₅ 
言及なし ₂₉₈ ₉₅.₅ 

（₃₇）真相解明の協力 あり ₁₁ ₃.₅ 
言及なし ₃₀₁ ₉₆.₅ 

（₃₈）同情の余地 あり ₂₈ ₉.₀ 
言及なし ₂₈₄ ₉₁.₀ 

（₃₉）不遇 あり ₉ ₂.₉ 
言及なし ₃₀₃ ₉₇.₁ 

（₄₀）身元引受け
　　　更生支援体制

あり ₅₅ ₁₇.₆ 
言及なし ₂₅₇ ₈₂.₄ 

（₄₁）その他 あり ₂₀ ₆.₄ 
言及なし ₂₉₂ ₉₃.₆ 
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　第 2節　数量化理論第Ⅰ類による分析の結果と考察

　次に、数量化理論第Ⅰ類による分析の結果について、分析の精度を確認して

から、殺人既遂に関する犯情、犯行後の行為、一般情状に分けて、それぞれカ

テゴリースコア／レンジ／偏相関係数を見ていきたいと思う。

　　第 1項　分析の精度

　表 7は、決定係数や重相関係数などを示したものである。重相関係数は₀.₈₅₃

で、決定係数は₀.₇₂₇であった。非常に高い相関が見られた。モデルの当ては

まりの良さを見る赤池情報量規準（AIC）は₃₄₁₂.₄₀₂であった。図 8は、正規

確率（残差と標準化残差の関係）をプロットし、近似曲線（線形）を書き入れ

たものである［正規Q－Qプロット］。残差に正規分布を仮定して、正規性の

検証をした結果、近似曲線にほぼ直線上に並んでいることから、正規分布にほ

ぼ従っていることが確認された。標準化残差の範囲を－₂.₀≦q≦₂.₀に設定し

て、その範囲から外れた事例数を確認してみると、標準化残差が－₂.₀を下回っ

た事例（実績値が理論値に比べて軽かった事例）は ₂例で、₂.₀を上回った事

例（実績値が理論値に比べて重かった事例）は ₇例であった。この結果から ₁

つ考えられるのは、非線形の解析を行うとさらに当てはまりのよい予測モデル

が構築できるということである。特に、標準化残差が₂.₀を上回った事例が多

少あったことを勘案すると、懲役₂₀年を超える事案については、量刑因子の重

みが多少変動することも考えられる。これについては、今後検証する必要があ

ろう。

表 7　分析精度

決定係数 ₀.₇₂₇ 
自由度修正済み決定係数 ₀.₆₁₂ 
重相関係数 ₀.₈₅₃ 
自由度修正済み重相関係数 ₀.₇₈₃ 
赤池情報量規準（AIC） ₃₄₁₂.₄₀₂ 
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図 8　正規確率プロット［正規Q－Qプロット］

　　第 2項　殺人既遂に関する犯情のカテゴリースコア／レンジ／偏相関係数

（ 1）結果

　表 9は、【殺人既遂に関する犯情】のカテゴリースコア、レンジ、偏相関係

数などをまとめたものである。

　被害者との関係（ ₁）については、レンジが₇₆.₈₂₆で全体 ₅位であり、偏相

関係数が₀.₃₁₇で全体の ₄位であった［相関比₀.₂₁₈, p≦₀.₀₁］。親族間での犯行

については刑期が軽減される傾向があるが、他方で、無関係者や勤務先関係者

などに対する犯行については刑期が加重される傾向が示されている。

　死亡者数（ ₂）については、レンジが₁₉₆.₂₇₈で全体の ₂位であり、偏相関

係数が₀.₅₂₅で全体の ₁位であった［相関比₀.₀₉₂, p≦₀.₀₁］。刑期の判断に最も

影響を与えている量刑因子であるという結果が示された。死亡者数が増えると

刑期が加重される傾向がはっきりと示されている。

　共犯関係（ ₃）については、レンジが₂₀₅.₇₀₈で全体の ₁位であり、偏相関

標
準
化
残
差

残差（実績値－サンプルスコア）
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係数が₀.₃₃₈で全体の ₃位であった［相関比₀.₀₁₁］。死亡者数（ ₂）とともに、

刑期の判断に最も影響を与えている量刑因子であると言える。幇助犯は ₁例で

あったことから、それが響き、レンジが少し広がったものと推察される。ただ、

共犯の場合、主導的立場と（幇助犯を含めた）従属的立場との相違が刑期の判

断に大きな影響を与えているということは、確実に言えることである。

　動機（ ₄）については、レンジが₁₃₅.₈₃₈で全体の ₃位であり、偏相関係数

が₀.₃₇₁で全体の ₂位であった［相関比₀.₃₀₆, p≦₀.₀₁］。死亡者数（ ₂）、共犯

関係（ ₃）とともに、刑期の判断に最も影響を与えている量刑因子であると言

える。〈無差別殺人（₆₄.₂₁₃）〉と〈背景なし・不明（₃₅.₃₈₅）〉をあわせて見

てみると、動機や背景がはっきりしない犯行については刑期が加重される傾向

が示されている。また、〈保険金（₂₆.₂₀₅）〉の詐取を動機とした犯行について

も、刑期が加重される傾向が見て取れる。他方で、〈嬰児殺（－₅₉.₀₇₂）〉、〈介

護疲れ（－₇₁.₆₂₅）〉、〈無理心中（－₁₈.₂₇₆）〉といった親族間で多く見られる

犯行については、刑期が軽減される傾向が示されている。

　凶器等（ ₅）については、レンジが₁₀₉.₃₃₂で全体の ₄位であり、偏相関係

数が₀.₃₀₁で全体の ₅位であった［相関比₀.₀₉₁, p≦₀.₀₁］。死亡者数（ ₂）、共

犯関係（ ₃）、動機（ ₄）とともに、刑期の判断に影響を与えている量刑因子

であると言える。〈銃（₅₉.₄₉₀）〉を用いた犯行は刑期が加重される傾向が顕著

に表れている。他方で、〈凶器なし（－₁₄.₉₇₆）〉の犯行は刑期が軽減される傾

向が示されている。〈自動車（－₄₉.₈₄₁）〉は ₅例、〈薬物・毒物（－₁₅.₃₉₆）〉

は ₂例であったことから、それが少し影響していると思われる。全体のサンプ

ル数を₁₀倍ぐらいに増やして今後検証してみる必要があろう。

　犯行場所（ ₆）については、レンジが₂₆.₅₂₆で全体の₁₈位であり、偏相関係

数が₀.₁₃₆で全体の₁₅位であった［相関比₀.₁₀₇, p≦₀.₀₁］。刑期の判断に関する

影響度はそれほど大きくない。〈その他屋外（－₁₉.₂₃₃）〉が、犯行場所に関す
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るその他のカテゴリーと比較して、マイナス方向に大きく引っ張られているこ

とがレンジ₁₈位／偏相関係数₁₅位という結果に結びついている。筆者は、これ

をどのように解釈してよいかが今のところ判らない。これも、全体のサンプル

数を₁₀倍ぐらいに増やして今後検証してみる必要があろう。

　精神症状（ ₇）については、レンジが₃₇.₆₆₁で全体の₁₁位であり、偏相関係

数が₀.₂₂₄で全体の ₈位であった［相関比₀.₀₃₉, p≦₀.₀₅］。刑期の判断に関する

影響度が比較的大きい量刑因子であると位置づけられる。〈うつ病（－

₃₁.₃₉₅）〉、〈パーソナリティ障害（－₂₀.₀₇₀）〉、〈統合失調症（－₂₁.₉₀₉）〉、〈発

達障害（－₁₃.₂₈₄）〉、〈その他の精神症状（－₁₄.₉₉₀）〉など、精神症状が犯行

に影響したことが認定された事例は、仮に心神耗弱の状態であったと認定され

なくても、刑期が軽減する傾向が示されている。

　心神耗弱（ ₈）については、レンジが₅₆.₆₂₃で全体の ₈位であり、偏相関係

数が₀.₁₈₈で全体の ₉位であった［相関比₀.₀₁₄, p≦₀.₀₅］。精神症状（ ₇）とと

もに、刑期の判断に関する影響度が比較的大きい量刑因子であると位置づけら

れる。刑法₃₉条 ₂ 項は必要的軽減規定であることから、その結果が示されてい

るものと解される。

　過剰防衛（ ₉）については、レンジが₆₅.₇₂₈で全体の ₆位であり、偏相関係

数が₀.₁₁₈で全体の₂₀位であった［相関比₀.₀₁₁］。刑法₃₆条 ₂ 項は任意的軽減

規定であるため、その結果が示されたものと解される。ただ、本分析ではカテ

ゴリー該当数 ₂例であったことから、マイナス方向に比較的強く引っ張られる

結果になったものと推察される。これも、全体のサンプル数を₁₀倍ぐらいに増

やして今後検証してみる必要があろう。

　被害者の落ち度（₁₀）については、レンジが₃₃.₅₀₃で全体の₁₃位であり、偏

相関係数が₀.₂₈₉で全体の ₇位であった［相関比₀.₀₅₁, p≦₀.₀₁］。精神症状

（ ₇）、心神耗弱（ ₈）とともに、刑期の判断に関する影響度が比較的大きい
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量刑因子であると位置づけられる。被害者の落ち度については、その程度も勘

案していかなければならないと思うのだが、さしあたって、被害者にも落ち度

があると認定された場合、刑期が軽減される傾向があることは明確になった。

　飲酒（₁₁）については、レンジが₁₆.₅₃₃で全体の₂₉位であり、偏相関係数が

₀.₀₇₅で全体の₃₀位であった［相関比₀.₀₀₀］。〈あり（－₁₅.₇₃₈）〉がマイナス方

向を示す結果となっているが、偏相関係数の結果から、刑期の判断に関する影

響度があまり大きくない量刑因子であると解される。

　薬物（₁₂）については、レンジが₅₆.₆₄₃で全体 ₇位であり、偏相関係数が

₀.₁₈₃で全体の₁₂位であった［相関比₀.₀₃₂, p≦₀.₀₁］。精神症状（ ₇）、心神耗

弱（ ₈）、被害者の落ち度（₁₀）とともに、刑期の判断に関する影響度が比較

的大きい量刑因子であると位置づけられる。薬物の影響下による犯行は、刑期

が加重される傾向が示されている。

　計画性（₁₃）については、レンジが₁₉.₉₃₃で全体の₂₅位であり、偏相関係数

が₀.₁₇₉で全体の₁₄位であった［相関比₀.₀₂₇, p≦₀.₀₁］。レンジ値は全体の₂₅位

ではあるが、偏相関係数の結果から見ると、精神症状（ ₇）、心神耗弱（ ₈）、

被害者の落ち度（₁₀）、薬物（₁₂）とともに、刑期の判断に関する影響度が比

較的大きい量刑因子であると位置づけられる。〈計画性あり（₁₃.₉₉₂）〉が刑期

の加重要素となっていることが裏付けられている。

　組織性（₁₄）については、レンジが₁₇.₈₅₂で全体の₂₇位であり、偏相関係数

が₀.₀₅₃で全体の₃₃位であった［相関比₀.₀₂₆, p≦₀.₀₁］。暴力団特有の論理によ

る犯行などは多少重くなる傾向が見て取れるものの、刑期の判断に関する影響

度はあまり大きくない。

（ 2）考察

　【殺人既遂に関する犯情】についての以上の結果をまとめると、死亡者数

（ ₂）、共犯関係（ ₃）、動機（ ₄）、凶器等（ ₅）が、犯情の中心として、刑
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期の判断に最も影響を与えている量刑因子であると解される。これらの量刑因

子によって刑期の基本的位置づけを決められているものと思われる。そして、

それらに次いで、精神症状（ ₇）、心神耗弱（ ₈）、被害者の落ち度（₁₀）、薬

物（₁₂）、計画性（₁₃）が刑期の判断に関する影響度が比較的大きい量刑因子

であると位置づけられる。特に、計画性の有無は、判決書を読むと、量刑判断

における中心的な量刑因子であるように思われるのだが、殺人既遂における刑

期の判断に限って言えば、死亡者数（ ₂）、共犯関係（ ₃）、動機（ ₄）、凶器

等（ ₅）に次いで、刑期の判断に比較的影響を与えているものと解される。

　過剰防衛（ ₉）については、精神症状（ ₇）、心神耗弱（ ₈）、被害者の落ち

度（₁₀）、薬物（₁₂）、計画性（₁₃）とともに、刑期の判断に関する影響度が比

較的大きい量刑因子であると推察されるものの、本分析ではカテゴリー該当数

₂例であったことから、とりあえず本稿では結論を先送りしたいと思う。
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表 9　殺人既遂に関する犯情　カテゴリースコア／レンジ／偏相関係数

殺人既遂に関する犯情 Ｎ カテゴリー
スコア レンジ 偏相関係数 相関比カテゴリー

（ ₁）被害者との関係 親 ₃₅ －₁₅.₀₂₀ ₇₆.₈₂₆ ₅ 位 ₀.₃₁₇ ₄ 位 ₀.₂₁₈［**］
子 ₄₃ －₂₉.₅₈₄
配偶者（内縁を含む） ₄₄ －₅.₉₆₀
その他の親族 ₂₉ －₈.₃₀₉
交際相手 ₂₅ ₄.₉₁₆
元配偶者・元交際相手 ₇ －₈.₆₂₅
友人・知人 ₅₀ ₃.₅₁₉
勤務先関係 ₁₄ ₁₇.₇₈₇
関係なし ₁₇ ₄₇.₂₄₂
その他・不明 ₄₈ ₂₁.₀₅₀

（ ₂ ）死亡者数 死亡（ ₁名） ₂₉₁ －₇.₅₈₀ ₁₉₆.₂₇₈ ₂ 位 ₀.₅₂₅ ₁ 位 ₀.₀₉₂［**］
死亡（ ₂名） ₁₉ ₉₆.₂₃₆
死亡（ ₃名以上） ₂ ₁₈₈.₆₉₈

（ ₃ ）共犯関係 単独犯 ₂₆₉ ₃.₀₆₀ ₂₀₅.₇₀₈ ₁ 位 ₀.₃₃₈ ₃ 位 ₀.₀₁₁［　］
共犯：主導的立場 ₂₂ ₁₇.₁₀₂
共犯：従属的立場 ₂₀ －₅₀.₅₃₃
共犯：幇助犯 ₁ －₁₈₈.₆₀₆

（ ₄ ）動機 怨恨 ₄₂ ₂₁.₂₈₈ ₁₃₅.₈₃₈ ₃ 位 ₀.₃₇₁ ₂ 位 ₀.₃₀₆［**］
嬰児殺 ₉ －₅₉.₀₇₂
介護疲れ ₁₀ －₇₁.₆₂₅
無理心中 ₃₃ －₁₈.₂₇₆
家族関係（その他） ₄₈ －₄.₉₉₈
けんか ₁₁ －₁₃.₅₅₈
金銭トラブル ₆ ₈.₅₇₉
男女関係 ₃₇ ₉.₅₀₂
保険金 ₈ ₂₆.₂₀₅
憤怒 ₄₉ －₅.₄₉₈
自己保身・発覚のおそれ ₉ ₈.₈₃₀
無差別殺人 ₂ ₆₄.₂₁₃
わいせつ目的 ₂ －₁₃.₅₁₉
背景なし・不明 ₁₀ ₃₅.₃₈₅
その他 ₃₆ ₁₂.₉₉₈

（ ₅ ）凶器等 自動車 ₅ －₄₉.₈₄₁ ₁₀₉.₃₃₂ ₄ 位 ₀.₃₀₁ ₅ 位 ₀.₀₉₁［**］
薬物・毒物 ₂ －₁₅.₃₉₆
刃物類 ₁₁₇ ₇.₈₆₂
ひも・ロープ類 ₅₉ －₈.₃₈₄
棒状の凶器 ₂₀ ₁₃.₃₃₅
銃 ₉ ₅₉.₄₉₀
凶器なし ₄₈ －₁₄.₉₇₆
その他 ₅₂ －₄.₃₉₃
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　　第 3項　犯行後の行為のカテゴリースコア／レンジ／偏相関係数

（ 1）結果

　表10は、【犯行後の行為】に関するカテゴリースコア、レンジ、偏相関係数

などをまとめたものである。

　罪証隠滅行為（₁₅）については、レンジが₁₃.₉₇₃で全体の₃₃位であり、偏相

関係数が₀.₀₈₈で全体の₂₆位であった［相関比₀.₀₁₄, p≦₀.₀₅］。罪証隠滅行為

〈あり（₁₂.₃₆₁）〉は、刑期が加重される傾向が示されているが、全体から見

ると、刑期の判断に関する影響度はあまり大きくない。

　死体損壊（₁₆）については、レンジが₁₀.₆₈₆で全体の₃₆位であり、偏相関係

（ ₆）犯行場所 被告人住居内 ₁₄₁ ₁.₄₅₆ ₂₆.₅₂₆ ₁₈位 ₀.₁₃₆ ₁₅位 ₀.₁₀₇［**］
被害者住居内 ₅₁ －₅.₂₄₅
その他屋内 ₅₃ ₇.₂₉₃
乗り物内 ₁₄ ₆.₀₃₇
路上・駐車場 ₃₀ ₁.₁₁₅
その他屋外 ₂₃ －₁₉.₂₃₃

（ ₇ ）精神症状 うつ病 ₁₄ －₃₁.₃₉₅ ₃₇.₆₆₁ ₁₁位 ₀.₂₂₄ ₈ 位 ₀.₀₃₉ ［*］
パーソナリティ障害 ₁₅ －₂₀.₀₇₀
統合失調症 ₁₂ －₂₁.₉₀₉
発達障害 ₄ －₁₃.₂₈₄
その他の精神症状 ₂₉ －₁₄.₉₉₀
なし ₂₃₈ ₆.₂₆₆

（ ₈ ）心神耗弱 あり ₉ －₅₄.₉₉₀ ₅₆.₆₂₃ ₈ 位 ₀.₁₈₈ ₉ 位 ₀.₀₁₄ ［*］
なし ₃₀₃ ₁.₆₃₃

（ ₉ ）過剰防衛 あり ₂ －₆₅.₃₀₇ ₆₅.₇₂₈ ₆ 位 ₀.₁₁₈ ₂₀位 ₀.₀₁₁［　］
なし ₃₁₀ ₀.₄₂₁

（₁₀）被害者の落ち度 あり ₆₉ －₂₆.₀₉₄ ₃₃.₅₀₃ ₁₃位 ₀.₂₈₉ ₇ 位 ₀.₀₅₁［**］
なし ₂₄₃ ₇.₄₀₉

（₁₁）飲酒 あり ₁₅ －₁₅.₇₃₈ ₁₆.₅₃₃ ₂₉位 ₀.₀₇₅ ₃₀位 ₀.₀₀₀［　］
なし ₂₉₇ ₀.₇₉₅

（₁₂）薬物 あり ₇ ₅₅.₃₇₂ ₅₆.₆₄₃ ₇ 位 ₀.₁₈₃ ₁₂位 ₀.₀₃₂［**］
なし ₃₀₅ －₁.₂₇₁

（₁₃）計画性 あり ₉₃ ₁₃.₉₉₂ ₁₉.₉₃₃ ₂₅位 ₀.₁₇₉ ₁₄位 ₀.₀₂₇［**］
なし ₂₁₉ －₅.₉₄₂

（₁₄）組織性 あり ₇ ₁₇.₄₅₂ ₁₇.₈₅₂ ₂₇位 ₀.₀₅₃ ₃₃位 ₀.₀₂₆［**］
なし ₃₀₅ －₀.₄₀₁

［*］p≦₀.₀₅［**］p≦₀.₀₁
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数が₀.₀₃₈で全体の₃₇位であった［相関比₀.₀₀₁］。死体損壊〈あり（₁₀.₃₀₉）〉

は、刑期が加重される傾向が示されているが、全体から見ると、刑期の判断に

関する影響度はあまり大きくない。

　死体遺棄（₁₇）については、レンジが₃₀.₉₄₄で全体の₁₅位であり、偏相関係

数が₀.₁₈₁で全体の₁₃位であった［相関比₀.₀₀₃］。犯行後の行為として、刑期

の判断に関する影響度が比較的大きい量刑因子であると位置づけられる。死体

遺棄罪が併合罪となっている事例は、刑期が加重される傾向が示されている。

　放火（₁₈）については、レンジが₄₆.₆₈₆で全体の₁₀位であり、偏相関係数が

₀.₁₂₇で全体の₁₇位であった［相関比₀.₀₀₆］。死体遺棄（₁₇）とともに、犯行

後の行為として、刑期の判断に関する影響度が比較的大きい量刑因子であると

位置づけられる。現住建造物等放火罪が併合罪となっている事例は、刑期が加

重される傾向が示されている。

　詐欺・窃盗（未遂を含む）（₁₉）については、レンジが₂₈.₃₀₆で全体の₁₇位で

あり、偏相関係数が₀.₁₂₈で全体の₁₆位であった［相関比₀.₀₁₁］。本分析では、

死体遺棄（₁₇）、放火（₁₈）とともに、犯行後の行為として、刑期の判断に関

する影響度が比較的大きい量刑因子であると位置づけられる。殺害後に保険金

を詐取した場合や財物を窃取した場合には、刑期が加重される傾向が示されて

いる。

　逃亡（₂₀）については、レンジが₁₇.₇₈₉で全体の₂₈位であり、偏相関係数が

₀.₀₅₇で全体の₃₁位であった［相関比₀.₀₁₁］。逃亡〈あり（₁₇.₇₈₉）〉は、比較

的強くプラス方向に引っ張られているものの、全体から見ると、刑期の判断に

関する影響度はあまり大きくないと解される。

　その他犯行後の行為（₂₁）については、レンジが₂₅.₀₁₁で全体の₁₉位であり、

偏相関係数が₀.₁₀₈で全体の₂₁位であった［相関比₀.₀₀₁］。死体遺棄（₁₇）、放

火（₁₈）、詐欺・窃盗（未遂を含む）（₁₉）に準ずる形で、犯行後の行為として、
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刑期の判断に関する影響度がある量刑因子であると位置づけられる。上記以外

の犯行後の行為について認定された事例も、刑期が加重されていることが示さ

れている。

（ 2）考察

　【犯行後の行為】に関する以上の結果をまとめると、死体遺棄（₁₇）、放火

（₁₈）、詐欺・窃盗（未遂を含む）（₁₉）は、刑期の判断に関する影響度が比較

的大きい量刑因子であると位置づけられる。これらの犯行は、たいていの場合、

殺人とともに起訴されているものであるから、刑期の判断に関する影響度があ

る量刑因子であるという位置づけは、当然の帰結であるとも解される。筆者の

仮説とは異なる意外な結果であったのは、死体損壊（₁₆）である。死体損壊も、

たいていの場合、殺人とともに起訴されているものであるが、偏相関係数を見

る限り、刑期の判断に関する影響度はあまり大きくないという結論に至った。

犯行の残虐性が増すように思われるのだが、この点については、今後、別角度

から検証してみようと思う。

表10　犯罪後の行為　カテゴリースコア／レンジ／偏相関係数

犯行後の行為 Ｎ カテゴリー
スコア レンジ 偏相関係数 相関比カテゴリー

（₁₅）罪証隠滅行為 あり ₃₆ ₁₂.₃₆₁ ₁₃.₉₇₃ ₃₃位 ₀.₀₈₈ ₂₆位 ₀.₀₁₄ ［*］
なし ₂₇₆ －₁.₆₁₂

（₁₆）死体損壊 あり ₁₁ ₁₀.₃₀₉ ₁₀.₆₈₆ ₃₆位 ₀.₀₃₈ ₃₇位 ₀.₀₀₁［　］
なし ₃₀₁ －₀.₃₇₇

（₁₇）死体遺棄 あり ₃₆ ₂₇.₃₇₃ ₃₀.₉₄₄ ₁₅位 ₀.₁₈₁ ₁₃位 ₀.₀₀₃［　］
なし ₂₇₆ －₃.₅₇₀

（₁₈）放火 あり ₅ ₄₅.₉₃₈ ₄₆.₆₈₆ ₁₀位 ₀.₁₂₇ ₁₇位 ₀.₀₀₆［　］
なし ₃₀₇ －₀.₇₄₈

（₁₉）窃盗・詐欺
　　（未遂も含む）

あり ₁₅ ₂₆.₉₄₅ ₂₈.₃₀₆ ₁₇位 ₀.₁₂₈ ₁₆位 ₀.₀₁₁［　］
なし ₂₉₇ －₁.₃₆₁

（₂₀）逃亡 あり ₇ ₁₇.₃₈₉ ₁₇.₇₈₉ ₂₈位 ₀.₀₅₇ ₃₁位 ₀.₀₁₁［　］
なし ₃₀₅ －₀.₃₉₉

（₂₁）その他
　　　犯行後の行為

あり ₁₄ ₂₃.₈₈₉ ₂₅.₀₁₁ ₁₉位 ₀.₁₀₈ ₂₁位 ₀.₀₀₁［　］
なし ₂₉₈ －₁.₁₂₂

［*］p≦₀.₀₅［**］p≦₀.₀₁
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　　第 4項　一般情状のカテゴリースコア／レンジ／偏相関係数

（ 1）結果

　表11は、【一般情状】に関するカテゴリースコア、レンジ、偏相関係数など

をまとめたものである。

　前科・前歴（₂₂）については、レンジが₁₆.₁₀₅で全体の₃₀位であり、偏相関

係数が₀.₀₅₄で全体の₃₂位であった［相関比₀.₀₄₉, p≦₀.₀₁］。全体としての順位

は低いものの、相関比なども勘案すると、一般情状として、刑期の判断に関す

る影響度が一定程度ある量刑因子であると位置づけられる。前科・前歴がない

ことが、刑期を軽減する傾向を示す一方で、また、前科・前歴があることにつ

いては、あまり作用していないと解される。次に見る累犯前科（₂₃）の有無で、

刑期を加重するか否かを判断しているのであろう。

　累犯前科（₂₃）については、レンジが₃₂.₂₄₆で全体の₁₄位であり、偏相関係

数が₀.₁₈₄で全体の₁₁位であった［相関比₀.₀₄₄, p≦₀.₀₁］。一般情状として、刑

期の判断に関する影響度が比較的大きい量刑因子であると位置づけられる。刑

法₅₉条が必要的加重規定となっていることから、その結果が示されているもの

と解される。累犯前科〈あり（₂₇.₂₈₅）〉は、刑期が加重される傾向が示され

ている。

　服役歴（₂₄）については、レンジが₁₅.₁₇₇で全体の₃₁位であり、偏相関係数

が₀.₀₅₃で全体の₃₄位であった［相関比₀.₀₃₀, p≦₀.₀₁］。服役歴は、判決書のな

かで服役歴があることについて触れられることもあるが、ただ、各カテゴリー

のスコアを見る限り、刑期の判断に関する影響度はあまり大きくないと解され

る。服役歴は、累犯前科（₂₃）を裏づけるものと位置づけるべきであろう。

　反省（₂₅）については、レンジが₁₉.₉₅₀で全体の₂₄位であり、偏相関係数が

₀.₁₈₅で全体の₁₀位であった［相関比₀.₀₈₆, p≦₀.₀₁］。真摯な反省の態度は、刑

期を軽減する方向に働くことが示されている。レンジ値は全体の₂₄位であるも
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のの、偏相関係数を見ると、累犯前科（₂₃）とともに、一般情状として、刑期

の判断に関する影響度が比較的大きい量刑因子であると位置づけられる。

　謝罪（₂₆）については、レンジが₁₉.₂₂₁で全体の₂₆位であり、偏相関係数が

₀.₁₂₂で全体の₁₉位であった［相関比₀.₀₀₅］。〈なし〉のカテゴリースコア（－

₁₅.₁₅₂）がマイナス方向に引っ張られていることに象徴されるように、全体か

ら見ると、謝罪の有無は、刑期の判断に関する影響をあまり与えていないもの

と解される。

　示談（₂₇）については、レンジが₂₉.₉₁₀で全体の₁₆位であり、偏相関係数が

₀.₀₈₇で全体の₂₈位であった［相関比₀.₀₀₀］。〈成立（－₁₁.₅₉₈）〉の該当数の少

なさが多少影響しているものと思われるが、偏相関係数を見る限り、殺人既遂

の刑期の判断に関して言えば、影響度はあまり大きくない。

　損害賠償（₂₈）については、レンジが₃₃.₆₃₀で全体の₁₂位であり、偏相関係

数が₀.₁₀₅で全体の₂₂位であった［相関比₀.₀₁₅］。〈意思あり（－₄.₈₆₈）〉、〈一

部済み（－₂₀.₅₅₄）〉ということが認定されている場合には、被告人に有利な

形で判断されているが、他方で、損害賠償がなされていないことが指摘されて

いた事例については、プラス方向に引っ張られる結果となった。これも、全体

のサンプル数を₁₀倍ぐらいに増やして今後検証してみる必要があろう。

　被害者感情（₂₉）については、レンジが₅₂.₃₂₂で全体の ₉位であり、偏相関

係数が₀.₂₉₇で全体の ₆位であった［相関比₀.₁₇₅, p≦₀.₀₁］。累犯前科（₂₃）、

反省（₂₅）とともに、一般情状として、刑期の判断に関する影響度が比較的大

きい量刑因子であると位置づけられる。被害者等が宥恕している場合には、刑

期が軽減される傾向が示され、他方で、被害者等が厳しい処罰感情を表明して

いる場合には、刑期が加重される傾向がはっきりと示されている。

　自首（₃₀）については、レンジが₄.₅₆₆で全体の₃₈位であり、偏相関係数が

₀.₀₃₇で全体の₃₈位であった［相関比₀.₀₂₄, p≦₀.₀₁］。刑法₄₂条は「罪を犯した
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者が捜査機関に発覚する前に自首したときは、その刑を減軽することができ

る。」と規定するものの、殺人被告事件においては、殺人既遂の刑期の判断に

関して言えば、必ずしも被告人に有利な方向に働いていていないことが示され

ている。

　通報（₃₁）については、レンジが₃.₁₉₇で全体の₃₉位であり、偏相関係数が

₀.₀₁₂で全体の₃₉位であった［相関比₀.₀₀₁］。カテゴリースコアを見ると、通

報したことが被告人に有利な形で判断されていることが示されているが、た

だ、全体から見ると、刑期の判断に関する影響度はあまり大きくない。

　再犯可能性（₃₂）については、レンジが₉.₃₂₄で全体の₃₇位であり、偏相関

係数が₀.₀₅₂で全体の₃₅位であった［相関比₀.₀₃₅, p≦₀.₀₁］。全体としての順位

が低いものの、相関比なども勘案すると、一般情状として、刑期の判断に関す

る影響度が一定程度ある量刑因子であると位置づけられる。再犯可能性が〈高

い（₂.₈₃₅）〉場合には、刑期が加重される傾向にあり、〈低い（－₆.₄₈₉）〉場

合には、刑期が軽減される傾向があることが示されている。

　更生可能性（₃₃）については、レンジが₁.₇₂₆で全体の₄₀位であり、偏相関

係数が₀.₀₀₇で全体の₄₀位であった［相関比₀.₀₀₀］。更生が期待できるという

形で、更生可能性〈あり（－₁.₆₆₅）〉と認定された事例については、僅かでは

あるが、刑期が軽減される傾向が示されているものの、全体から見ると、刑期

の判断に関する影響度はあまり大きくないものと解される。更生可能性は、再

犯可能性の低さを裏づけるために挙げられる要素なのであろう。

　社会的影響（₃₄）については、レンジが₁₁.₅₆₆で全体の₃₄位であり、偏相関

係数が₀.₀₄₅で全体の₃₆位であった［相関比₀.₀₁₂］。レンジ値や偏相関係数は

いずれも全体としての順位は低いものの、再犯可能性（₃₂）とともに、一般情

状として、刑期の判断に関する影響度が一定程度ある量刑因子であると位置づ

けられる。社会的影響が〈あり（₁₁.₁₅₈）〉と言及されている場合には、刑期
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が加重される傾向が示されている。

　高齢（₃₅）については、レンジが₀.₁₆₉で全体の₄₁位であり、偏相関係数が

₀.₀₀₁で全体の₄₁位であった［相関比₀.₀₂₅, p≦₀.₀₁］。量刑因子のなかで最下位

であり、またカテゴリースコアを見る限り、刑期の判断に関する影響度はあま

り大きくないものと解される。

　若年（₃₆）については、レンジが₂₀.₆₉₆で全体の₂₂位であり、偏相関係数が

₀.₀₉₁で全体の₂₅位であった［相関比₀.₀₀₀］。相関比の低さをどう解釈すれば

よいのかが悩ましいが、本分析の結果を見る限り、再犯可能性（₃₂）、社会的

影響（₃₄）とともに、一般情状として、刑期の判断に関する影響度が一定程度

ある量刑因子であると位置づけられる。若年であると認定される場合には、刑

期が軽減される傾向が示されている。

　真相解明の協力（₃₇）については、レンジが₂₃.₁₈₃で全体の₂₁位であり、偏

相関係数が₀.₀₉₃で全体の₂₄位であった［相関比₀.₀₀₀］。この量刑因子も、相

関比の低さをどう解釈すればよいのかが悩ましいが、本分析の結果を見る限

り、再犯可能性（₃₂）、若年（₃₆）とともに、一般情状として、刑期の判断に

関する影響度が一定程度ある量刑因子であると位置づけられる。真相解明に協

力したことが認定されている場合には、刑期が軽減される傾向が示されている。

　同情の余地（₃₈）については、レンジが₂₀.₅₅₅で全体の₂₃位であり、偏相関

係数が₀.₁₂₄で全体の₁₈位であった［相関比₀.₀₅₈, p≦₀.₀₁］。累犯前科（₂₃）、

反省（₂₅）、被害者感情（₂₉）とともに、一般情状として、刑期の判断に関す

る影響度が比較的大きい量刑因子であると位置づけられる。犯行に関し、被告

人に同情の余地があることが認定されている場合には、刑期が軽減される傾向

が示されている。

　不遇（₃₉）については、レンジが₂₃.₇₃₂で全体の₂₀位であり、偏相関係数が

₀.₀₈₈で全体の₂₇位であった［相関比₀.₀₀₂］。量刑因子全体において中位であ
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るものの、カテゴリースコアを見る限り、刑期の判断に関する影響度はあまり

大きくないものと解される。

　身元引受け・更生支援体制（₃₉）については、レンジが₁₁.₃₅₃で全体の₃₅位

であり、偏相関係数が₀.₀₉₆で全体の₂₃位であった［相関比₀.₀₁₅, p≦₀.₀₅］。再

犯可能性（₃₂）、社会的影響（₃₄）、若年（₃₆）とともに、一般情状として、刑

期の判断に関する影響度が一定程度ある量刑因子であると位置づけられる。親

族や雇用主などによる身元引受けや、受刑後の入院機関の手配などが期待でき

ることが認定された場合には、刑期が軽減される傾向が示されている。

　その他（₄₁）については、レンジが₁₄.₈₈₁で全体の₃₂位であり、偏相関係数

が₀.₀₈₀で全体の₂₉位であった［相関比₀.₀₀₃］。以上で挙げた一般情状に関す

る量刑因子以外のことも、判決書のなかで被告人に有利な事情として言及され

ることもあるが、ただ、本分析の結果を見る限り、刑期の判断に関する影響度

はあまり大きくないものと解される。

（ 2）考察

　【一般情状】に関する以上の結果をまとめると、累犯前科（₂₃）、反省（₂₅）、

被害者感情（₂₉）、同情の余地（₃₈）は、一般情状として、刑期の判断に関す

る影響度が比較的大きい量刑因子であると位置づけられる。これらの量刑因子

は、刑期が加重する方向にも、軽減される方向にも働きうる。また、再犯可能

性（₃₂）、社会的影響（₃₄）、若年（₃₆）、身元引受け・更生支援体制（₃₉）に

ついては、累犯前科（₂₃）、反省（₂₅）、被害者感情（₂₉）、同情の余地（₃₈）

と比較すると影響度は一段低いものの、刑期の判断に関する影響度が一定程度

ある量刑因子であると解される。【犯情】の量刑因子と比較すると、【一般情状】

の量刑因子は、全体として、刑期判断に影響しにくい傾向は確認された。だが、

そのような傾向のなかでも、被告人が反省を深め、謝罪や示談を行い、その結

果、被害者が宥恕したならば、刑期が軽減される傾向は示されている。また、
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被告人が反省を深めて、更生支援を期待できる環境が確保されている場合に

は、被告人に有利な形で判断される傾向も示されている。今後は、このような

検証結果をもとに、一般情状の意味を根源的に問い直すことが必要であろう。

表11　一般情状　カテゴリースコア／レンジ／偏相関係数

一般情状 Ｎ カテゴリー
スコア レンジ 偏相関係数 相関比カテゴリー

（₂₂）前科・前歴 あり（同種事案含まず） ₃₅ －₄.₁₂₁ ₁₆.₁₀₅ ₃₀位 ₀.₀₅₄ ₃₂位 ₀.₀₄₉［**］
あり（同種事案含む） ₂₃ ₀.₈₆₆
なし ₁₂₂ －₇.₈₈₀
言及なし ₁₃₂ ₈.₂₂₅

（₂₃）累犯前科 あり ₃₂ ₂₇.₂₈₅ ₃₂.₂₄₆ ₁₄位 ₀.₁₈₄ ₁₁位 ₀.₀₄₄［**］
なし ₁₄₄ －₄.₉₆₁
言及なし ₁₃₆ －₁.₁₆₇

（₂₄）服役歴 あり ₂₅ ₁.₆₂₃ ₁₅.₁₇₇ ₃₁位 ₀.₀₅₃ ₃₄位 ₀.₀₃₀［**］
なし ₁₄₅ ₇.₃₆₈
言及なし ₁₄₂ －₇.₈₀₉

（₂₅）反省 あり ₁₃₄ －₁₀.₄₄₉ ₁₉.₉₅₀ ₂₄位 ₀.₁₈₅ ₁₀位 ₀.₀₈₆［**］
なし ₈₅ ₉.₅₀₀
言及なし ₉₃ ₆.₃₇₃

（₂₆）謝罪 あり ₄₀ －₈.₄₄₃ ₁₉.₂₂₁ ₂₆位 ₀.₁₂₂ ₁₉位 ₀.₀₀₅［　］
なし ₄₀ －₁₅.₁₅₂
言及なし ₂₃₂ ₄.₀₆₈

（₂₇）示談 成立 ₃ －₁₁.₅₉₈ ₂₉.₉₁₀ ₁₆位 ₀.₀₈₇ ₂₈位 ₀.₀₀₀［　］
未成立 ₂₆ ₁₈.₃₁₂
言及なし ₂₈₃ －₁.₅₅₉

（₂₈）損害賠償 意思あり ₈ －₄.₈₆₈ ₃₃.₆₃₀ ₁₂位 ₀.₁₀₅ ₂₂位 ₀.₀₁₅［　］
一部済み ₁₃ －₂₀.₅₅₄
全部済み ₂ ₁₃.₀₇₆
なし ₁₂ ₁₀.₅₉₄
言及なし ₂₇₇ ₀.₅₅₂

（₂₉）被害者感情 宥恕 ₂₆ －₃₁.₈₇₄ ₅₂.₃₂₂ ₉ 位 ₀.₂₉₇ ₆ 位 ₀.₁₇₅［**］
一部宥恕 ₁₁ ₁.₈₄₇
処罰 ₁₀₉ ₂₀.₄₄₈
言及なし ₁₆₆ －₈.₅₅₇

（₃₀）自首 あり ₆₂ ₃.₆₅₉ ₄.₅₆₆ ₃₈位 ₀.₀₃₇ ₃₈位 ₀.₀₂₄［**］
言及なし ₂₅₀ －₀.₉₀₇

（₃₁）通報 あり ₁₀ －₃.₀₉₄ ₃.₁₉₇ ₃₉位 ₀.₀₁₂ ₃₉位 ₀.₀₀₁［　］
言及なし ₃₀₂ ₀.₁₀₂
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第 4章　総括と今後の課題

　以上本稿を総括すると、

　（ ₁）犯情の評価をもとに、当該犯罪行為にふさわしい刑の大枠を設定する

実務の現状において、死亡者数、共犯関係、動機、凶器等といった量刑因子が、

犯情の中心として、刑期の判断に最も影響を与え、基本的な位置づけを決めて

いる。

　（ ₂）それに次いで、精神症状、心神耗弱、被害者の落ち度、薬物、計画性、

死体遺棄、放火、詐欺・窃盗（未遂を含む）といった量刑因子が、犯情として、

刑期の判断に関し、比較的大きな影響力がある（死体遺棄、放火、詐欺・窃盗

（未遂を含む）は、通常殺人とともに起訴されているものであるから、犯情を

（₃₂）再犯可能性 高い ₂₂ ₂.₈₃₅ ₉.₃₂₄ ₃₇位 ₀.₀₅₂ ₃₅位 ₀.₀₃₅［**］
低い ₅₂ －₆.₄₈₉
言及なし ₂₃₈ ₁.₁₅₆

（₃₃）更生可能性 あり ₁₁ －₁.₆₆₅ ₁.₇₂₆ ₄₀位 ₀.₀₀₇ ₄₀位 ₀.₀₀₀［　］
言及なし ₃₀₁ ₀.₀₆₁

（₃₄）社会的影響 あり ₁₁ ₁₁.₁₅₈ ₁₁.₅₆₆ ₃₄位 ₀.₀₄₅ ₃₆位 ₀.₀₁₂［　］
言及なし ₃₀₁ －₀.₄₀₈

（₃₅）高齢 あり ₁₅ ₀.₁₆₁ ₀.₁₆₉ ₄₁位 ₀.₀₀₁ ₄₁位 ₀.₀₂₅［**］
言及なし ₂₉₇ －₀.₀₀₈

（₃₆）若年 あり ₁₄ －₁₉.₇₆₇ ₂₀.₆₉₆ ₂₂位 ₀.₀₉₁ ₂₅位 ₀.₀₀₀［　］
言及なし ₂₉₈ ₀.₉₂₉

（₃₇）真相解明の協力 あり ₁₁ －₂₂.₃₆₆ ₂₃.₁₈₃ ₂₁位 ₀.₀₉₃ ₂₄位 ₀.₀₀₀［　］
言及なし ₃₀₁ ₀.₈₁₇

（₃₈）同情の余地 あり ₂₈ －₁₈.₇₁₁ ₂₀.₅₅₅ ₂₃位 ₀.₁₂₄ ₁₈位 ₀.₀₅₈［**］
言及なし ₂₈₄ ₁.₈₄₅

（₃₉）不遇 あり ₉ ₂₃.₀₄₈ ₂₃.₇₃₂ ₂₀位 ₀.₀₈₈ ₂₇位 ₀.₀₀₂［　］
言及なし ₃₀₃ －₀.₆₈₅

（₄₀）身元引受け
　　　更生支援体制

あり ₅₅ －₉.₃₅₂ ₁₁.₃₅₃ ₃₅位 ₀.₀₉₆ ₂₃位 ₀.₀₁₅ ［*］
言及なし ₂₅₇ ₂.₀₀₁

（₄₁）その他 あり ₂₀ ₁₃.₉₂₇ ₁₄.₈₈₁ ₃₂位 ₀.₀₈₀ ₂₉位 ₀.₀₀₃［　］
言及なし ₂₉₂ －₀.₉₅₄

［*］p≦₀.₀₅［**］p≦₀.₀₁
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基礎づける量刑因子と見ることができる）。

　（ ₃）累犯前科、反省、被害者感情、同情の余地については、刑の大枠のな

かという制限が付されるものの、一般情状として、刑期の判断に関し、比較的

大きな影響力があり、また、再犯可能性、社会的影響、若年、身元引受け・更

生支援体制といった量刑因子も、累犯前科、反省、被害者感情、同情の余地に

比べると一段低くなるものの、刑期の判断に関し、一定程度影響力があるもの

と解される。被告人が反省を深め、謝罪や示談を行い、その結果、被害者が宥

恕した場合や、また、被告人が反省を深めて、更生支援を期待できる環境が確

保されている場合には、被告人に有利な形で判断される傾向がある。

　という結論に至った。

　今後の課題としては、全体のサンプル数を₁₀倍ぐらいに増やして検証してみ

るとともに、本分析では、紙幅の関係上できなかった変数増減法を組み込んだ

数量化理論第Ⅰ類による分析を行って、統計的機械学習を用いた量刑予測モデ

ルのアルゴリズムの構築（試論）にまでつなげたいと思う。

注
（₁）最高裁判所が制度施行前に全国の裁判官に配布した「量刑の基本的な考え方について」

と題する資料で示されたものの要約である（青木孝之「裁判員裁判における量刑の理由と

動向（上）」判例時報₂₀₇₃号（₂₀₁₀年） ₄頁。酒巻匡「裁判員裁判における量刑の意義」

井上正仁＝酒巻匡編著『三井誠先生古稀祝賀論文集』（有斐閣、₂₀₁₂年）₈₇₆頁～₈₇₈頁参照）。

（₂）司法研修所編『裁判員裁判における量刑評議の在り方について』法曹会（₂₀₁₂年） ₆頁

～ ₇頁、松山昇平「量刑判断過程の分析」原田國男判事退官記念論文集刊行会編著『新し

い時代の刑事裁判－原田國男判事退官記念論文集』（判例タイムズ社、₂₀₁₀年）₅₄₀頁～₅₄₁

頁。

（₃）本判決では、「量刑判断は、被告人の犯罪行為にふさわしい刑事責任（行為責任）を明

らかにすることにあるから、刑量を決める基本は、犯罪行為そのものの重さでなければな

らず、犯罪行為それ自体にかかわる事情（犯情）が刑量を決めるに当たって一次的に考慮
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されることになる。そして、刑罰には、同じような犯罪を予防する目的や被告人を更生さ

せて社会復帰をはかるという目的もあるので、これらの一般予防、特別予防の点から考慮

すべきその他の事情等も考慮した上で、被告人の犯罪行為にふさわしい刑事責任としての

量刑判断がなされることになる。もっとも、一般予防，特別予防という刑罰の目的は、行

為責任を構成する要素ではなく、量刑判断に当たっての一次的な基準となるものではない

から、これらの要素は、行為責任の内容をなす犯情によって決められた量刑の大枠を基本

として、これを調整する要素として位置づけられる。以上のとおり、量刑判断の在り方と

しては、まず犯罪行為それ自体にかかわる事情（犯情）によって量刑の大枠を決定し、次

いで、その大枠の中で犯情に属さない一般情状を考慮し、量刑の一般的傾向ないしいわゆ

る量刑相場等も参照しつつ、最終的な量刑を導き出すことになる」と説示している。本件

評釈として、本庄武「判批」新・判例解説Watch₁₄号（₂₀₁₄年）₁₄₃頁、野村健太郎「判批」

刑事法ジャーナル₃₉号（₂₀₁₄年）₁₀₈頁、判例紹介として、八尋光秀「判批」年報医事法

学₂₉号（₂₀₁₄年）₁₄₄頁などがある。

（₄）本判決では、「刑の量定は、被告人の行った犯罪行為にふさわしい刑を科することに本

質があり、このため、量刑に当たっては、行為責任の原則から、まず犯情（犯罪事実それ

自体に関する事実）の評価を基に、当該犯罪行為にふさわしい刑の大枠を設定し、更にそ

の枠内で、被告人に固有の事情等の一般情状に関する事情を考慮して調整した上、最終的

な刑を決定するという手法が採られてきた。このような量刑判断の在り方は、裁判員裁判

においても、基本的に妥当するというべきである。わが国の刑法は、一つの構成要件の中

に様々な犯罪類型が含まれることを前提に、幅広い法定刑を定めている。したがって、行

為責任の原則に基づく量刑の大枠を定めるに当たっては、犯罪類型ごとに集積された量刑

傾向を目安とすることが、量刑判断の公平性とプロセスの適正を担保する上で、重要とな

るというべきである。裁判員裁判の量刑評議においても、上記の量刑判断の枠組みの下に、

同種事例に関するおおまかな量刑傾向を裁判体の共通認識とした上で、これを出発点とし

て、当該被告人にふさわしい刑について検討することが必要である」と説示している。本

件評釈として、宇藤崇「判批」法学教室₄₅₀号（₂₀₁₈年）₁₄₃頁、拙稿「判批」判例時報

₂₃₇₁号（判例評論₇₁₄号）（₂₀₁₈年）₁₇₁頁～₁₇₇頁（₂₅頁～₃₁頁）。

（₅）稗田雅洋「裁判員裁判と量刑」松澤伸ほか『裁判員裁判と刑法』（成文堂、₂₀₁₈年）₈₁頁

～₈₉頁。

（₆）井田良『量刑判断の構造について』原田國男判事退官記念論文集刊行会編著『新しい時

代の刑事裁判－原田國男判事退官記念論文集』（判例タイムズ社、₂₀₁₀年）₄₆₆頁。 ₁つの
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イメージとしつつも、「法定刑・処断刑の幅（比較的広い幅）を前提とし（第 ₁段階）、次

のステップとして、犯情を中心として類型化された（審判対象となった犯罪が属する）具

体的な犯罪グループに対する刑の幅（より狭い刑の幅）を従来の量刑傾向の中から導き出

し（第 ₂段階）、その中で具体的な宣告刑を決する（第 ₃段階）のである。第 ₂段階と第

₃段階の区別は、犯情と一般情状の区別にほぼ対応するものである（ただ、第 ₂段階の刑

の幅の形成にあたり重要な一般情状は考慮されるであろう）。」との見解を示している。

（₇）拙稿・前掲注（ ₄）₁₇₃頁（₂₇頁）、拙稿「裁判員裁判における殺人罪の量刑基準―有期

懲役に関する判断の量刑予測モデル―」日本犯罪社会学会第₄₅大会報告要旨集（₂₀₁₉年公

刊予定）。

（₈）拙稿・前掲注（ ₄）₁₇₃頁（₂₇頁）。

（₉）拙稿・前掲注（ ₄）₁₇₅頁（₂₉頁）。もっとも、実際のデータを得ていないので、ここで

は仮説によることに留意されたい。

（₁₀）拙稿・前掲注（ ₄）₁₇₅頁（₂₉頁）。

（₁₁）岩井宜子=渡邊一弘「死刑の適用基準―永山判決以降の数量化基準」現代刑事法₃₅号

（₂₀₀₂ 年）₇₈ 頁以下、同「死刑・無期懲役の数量化基準―永山判決以降の判例分析」専

修大学法学研究所紀要₂₈ 号『刑事法の諸問題Ⅵ』（₂₀₀₃ 年） ₁  頁以下。

〔付記〕本稿は、日本学術振興会科学研究費助成事業（学術研究助成基金助成

金）若手B「裁判員裁判における殺人罪の量刑判断に関する研究」（課題番号

一六K一七〇一四）による研究成果の一部である。


